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 税理士 永沼 実 

 

グループ通算制度における修正申告・更正の遮断措置 

 

１. はじめに 

グループ通算制度（以下「通算制度」といいます。）が施行されてから 3 年が経過しました。国税庁の会社

標本調査によれば、令和 5 年度の通算法人の社数は 17,555 社であり、連結納税制度からの推移は横ばい傾向

にあります。 

この背景としては、①損益通算等のメリットが乏しいことから連結納税制度を取り止め単体納税制度に移行

した法人がある一方、②通算制度開始時や加入時の時価評価・繰越欠損金の切り捨て対象が緩和されたことに

より、新たに通算制度を採用する法人が増えたことが影響していると考えられます。 

 

連結法人・通算法人の推移 

区分（年度分） 合計（社） 内訳（社） 

令和 3  17,704 連結親法人 

連結子法人 

1,836 

15,868 

令和 4※１ 16,971 連結親法人 

連結子法人 

1,002 

4,406 

通算親法人 

通算子法人 

921 

10,642 

令和 5 17,555 通算親法人 

通算子法人 

1,963 

15,592 

※１ 令和 4 年度分については、連結納税制度から通算制度への移行期であり、連結法人と通算法人とを単純に合計しています。 

こうした中、通算制度を適用している法人に対しても税務調査が実施され始めており、また、自社で申告誤

りを発見して修正申告が必要となる事例も今後増えることが予想されます。 

通算制度では、納税者及び課税庁双方の事務負担の軽減のため、修正申告又は更正（以下「修更正」といい

ます。）による再計算に関して独自の規定が設けられています。 

本稿では、通算制度における修更正に関する特殊な論点を整理し、その概要を解説します。 

 

２. 修更正の取り扱い 

(1) 概要 

通算制度は、連結納税制度と同様に、グループ内における損益通算や繰越欠損金の通算など、グループ全



 

  

  

 

 2 ©AIWA TAX＆ADVISORY 

–––– 

体で調整計算を行う項目（以下「グループ調整計算項目」といいます。）が設けられています。 

もっとも、連結納税制度下では、修更正の際にグループ全体で再計算を行う必要があり、この点が納税者

及び課税庁双方にとって大きな負担を生じさせていました。その結果、事務処理能力の差が制度選択に影

響を及ぼし、企業グループ間における課税の中立性・公平性が損なわれるとの指摘がありました。 

この問題を踏まえ、通算制度では各通算法人を納税単位とする「個別申告方式」が採用され、修更正を行

った通算法人の再計算が、他の通算法人に波及しない仕組みとして「遮断措置」が導入されています。同措

置により、グループ調整計算項目の基礎となる金額が、期限内申告の金額に固定されるため、誤りのない通

算法人については修更正を要しない取扱いとされています。 

下表では、大通算法人に適用されるグループ調整計算項目ごとに、遮断措置の内容を整理しています。 

なお、大通算法人に該当しない場合には、下表の項目に加え「交際費の通算定額控除限度分配額の遮断措

置」や「軽減対象所得金額の遮断措置」などがあります。 

グループ調整

計算項目 

遮断措置の内容 

（修更正時において、以下の金額が期限内申告の金額に固定されます。） 
根拠法令 

損益通算 通算前所得金額又は通算前欠損金額 法法 64 の

5⑤ 

欠損金の通算 他の通算法人における次の金額 

①損金算入限度額 

②欠損金額又は特定欠損金額 

③欠損金額又は特定欠損金額のうち損金算入額 

④欠損控除前所得金額 

法法 64 の

7④ 

受取配当等の

益 金 不 算 入

（通算法人の

支払利子等の

額のグループ

調整計算） 

特例方式（負債利子控除額を支払利子等の合計額の 10%相当額とする

方式）の適用判定及び支払利子配賦額の計算における次の金額 

①支払利子合計額 

②適用関連法人配当等の額の合計額 

法令 19⑤ 

試験研究費の

特別控除 

他の通算法人における次の金額 

①損金算入される試験研究費 

②調整前法人税額 

措法 42 の

4⑧四 

外国税額控除 外国税額控除については、遮断措置ではなく「当初申告税額控除額固

定措置」が適用されます。 

この措置により、期限内申告の税額控除額に誤りがあった場合でも、

その誤りがあった通算法人も含む通算グループ内のいずれの通算法人

についても修更正を要しない取扱いとされています。 

なお、誤りの是正方法については、「(4) 外国税額控除の進行年度調整

規定」をご参照ください。 

法法 69⑮ 
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(2) 修更正を行う場合の再計算方法 

 下表では、グループ調整計算項目に遮断措置が適用される場合の「修更正時の再計算方法」を整理してい

ます。 

グループ調整

計算項目 
修更正時の再計算方法 根拠法令 

損益通算 遮断措置により損益通算の金額（通算対象所得金額の益金算入額又は

通算対象欠損金額の損金算入額）は変動しません。そのため、誤りがあ

った通算法人についてのみ修更正が行われます。 

法法 64 の

5⑤ 

欠損金の通算 ①繰越控除額の再計算 

自社の次の金額に誤りがあった場合、繰越控除額を再計算します。 

(ｲ)損金算入限度額 

(ﾛ)欠損金額又は特定欠損金額 

(ﾊ)特定損金算入限度額又は非特定損金算入限度額 

 再計算時に損金の額に算入される欠損金額は、以下(ｲ)及び(ﾛ)の金額

の合計額とされます。 

(ｲ)期限内申告における被配賦欠損金控除額の合計額 

期限内申告において他の通算法人から非特定欠損金額の配賦

を受けて、自社において損金算入した金額の合計額をいいます。 

(ﾛ)自社のみで再計算した場合における欠損金の繰越控除額 

期限内申告において他の通算法人との間で授受した欠損金額及

び損金算入限度額を固定して、自社のみで再計算した場合における

欠損金の繰越控除額をいいます。 

法法 64 の

7⑤ 

②他の通算法人に配賦した非特定欠損金額が過大であった場合 

再計算後の非特定欠損金額が期限内申告における配賦欠損金控除額

（期限内申告において他の通算法人に配賦して損金に算入された非特

定欠損金額）に満たない場合には、その満たない部分の金額を益金の額

に算入します。 

法法 64 の

7⑥ 

受取配当等の

益 金 不 算 入

（通算法人の

支払利子等の

額のグループ

調整計算） 

①負債利子控除額の計算方式の固定 

負債利子控除額の計算方式は、全体再計算の適用がある場合※２を除

き、修更正の際も期限内申告において選択した方式に固定されます。 

※２ 全体再計算の適用がある場合は、後述する「(5)遮断措置が適用されない場合

（修更正時に全体再計算をする場合）」をご参照ください。 

法法 19②

④⑤ 

②特例方式による負債利子控除額の再計算方法 

特例方式による負債利子控除額は、次の算式により計算した金額とな

ります。 

｛期限内申告における支払利子配賦額＋利子修正額（再計算後の支払利

子合計額－期限内申告における支払利子合計額）}※３×10% 

※３ マイナスの場合には 0 とします。 

③当初支払利子配賦額の控除不足額の益金算入 

特例方式により負債利子控除額を計算している場合において、適用関

連法人配当等の額の合計額が、再計算後の負債利子控除額に満たない場

法令 19⑥ 
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合には、その満たない部分の金額（当初支払利子配賦額の控除不足額）

は、益金の額に算入します。 

試験研究費の

特別控除 

①自社の当初申告に誤りがあった場合の再計算 

(ｲ)再計算後の税額控除可能額≧当初申告税額控除可能額である場合 

遮断措置を適用して再計算した税額控除可能額（通算グループを一

体として計算した通算グループ全体で法人税額から控除できる税額

控除限度額）が当初申告税額控除可能額（期限内申告における税額控

除可能額）以上であっても、当初申告税額控除可能分配額（期限内申

告における税額控除可能額分配額（税額控除可能額のうち、自社に配

賦された金額））が上限とされます。 

すなわち、再計算により本制度による税額控除額が増加することは

ありません。 

(ﾛ)再計算後の税額控除可能額＜当初申告税額控除可能額である場合 

次の場合の区分に応じ、それぞれ次のとおりとされています。 

Ａ 当初申告税額控除可能分配額＞0 の場合 

当初申告税額控除可能分配額から税額控除超過額（当初申告税額

控除可能額－再計算後の税額控除可能額）を控除した金額が税額控

除可能分配額とみなされます。 

Ｂ 税額控除超過額＞当初申告税額控除可能分配額の場合 

法人税額に税額控除超過額から当初申告税額控除可能分配額を

控除した金額を加算します。 

措法 42 の

4⑧五、六 

②非特定欠損金額が生じた場合の税額控除額の上限額の減額 

修更正により非特定欠損金額が増加する場合には、税額控除可能額の

上限額を、通算グループ全体の法人税額の 25%相当額等から、非特定欠

損金額の増加額を所得金額とみなして計算した法人税額の 25%相当額

等を控除した金額として、税額控除可能額を再計算します。 

この再計算後の税額控除可能額（調整後税額控除可能額）が当初申告

税額控除可能額に満たないときは、法人税額に当初申告税額控除可能額

から調整後税額控除可能額を控除した金額を加算します。 

すなわち、非特定欠損金額の増加は、遮断措置の適用により、本制度

の控除上限額を計算する際の法人税額を減少させないことから、疑似的

な損益通算後の法人税額を基礎とした税額控除可能額を算出し、本来で

あれば、税額控除できなかった部分の金額を自己の法人税額に加算する

ための措置です。 

措法 42 の

4⑧七 

 

(3) 試験研究費の特別控除に関する進行年度の措置 

①税額控除額の上限の上乗せ（措法 42 の 4⑪） 

過去の事業年度の修更正より欠損金額が増加した場合には、修更正があった日の属する事業年度（以下

「進行年度」といいます。）の試験研究費の特別控除額の計算上、税額控除可能額の控除上限額は、通算グ

ループ全体の法人税額の 25%相当額等に、欠損金増加額を所得金額とみなして計算した法人税額の 25%

相当額等を加算します。 

これは、過去の事業年度の修更正において損益通算に係る遮断措置の適用により欠損金が生じても、そ
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の過去の事業年度では実際には法人税額は減少せず、その欠損金は繰越欠損金として翌事業年度以後の法

人税額を減少させることになります。一方で、本制度上は、上記(2)「試験研究費の特別控除」の②の措置

により、その過去の事業年度の法人税額が減少したものとみなし、税額控除可能額を再計算することとさ

れています。この両者の齟齬を調整するため、進行年度の法人税額の控除上限額に加算する調整を行いま

す。なお、本来であれば、実際にその欠損金の繰越控除が行われ、本制度の控除上限額を減少させた事業

年度に調整するのが制度上の整合的な取扱いと考えられます。しかしながら、制度の簡素化及び事務負担

の軽減という連結納税制度の見直しの背景を踏まえ、進行年度で調整する方法が採られているものと解さ

れます。 

②修更正による是正金額が是正すべき適正額を超える場合の税額控除（措法 42 の 4⑬） 

試験研究費の特別控除に関する修更正による再計算では、誤りがあった通算法人が複数ある場合には、

それぞれが他の通算法人の数値を固定したうえで、税額控除超過額及び上記(2)「試験研究費の特別控除」

②の措置に基づき法人税額に加算する金額を計算します。しかし、これらの加算額を合計した結果、通算

グループ全体として是正されるべき税額控除額を超過してしまう場合があります。その場合には、超過部

分の金額を、進行年度以後の法人税額から控除する取り扱いが設けられています。 

 

(4) 外国税額控除の進行年度調整規定 

外国税額控除の計算に誤りがあった場合には、進行事業年度※４で通算グループ全体で正しい計算要素により

税額控除額を再計算し、次の調整を行います。（法法 69⑱⑲） 

①税額控除不足額相当額が発生する場合 

  税額控除不足額相当額（再計算後の税額控除額－期限内申告における税額控除額）を進行事業年度の法

人税額から控除します。 

②税額控除超過額相当額が発生する場合 

税額控除超過額相当額（期限内申告における税額控除額－再計算後の税額控除額）を進行事業年度の法

人税額に加算します。 

 ※４ 進行事業年度とは、法人税に関する調査が行われ、国税職員により進行年度調整に係る調査結果説明が行われた日の

属する事業年度など、法基通 16-3-51 に規定する事業年度を意味します。 

 

(5) 遮断措置が適用されない場合（修更正時に全体再計算をする場合） 

遮断措置の適用により、誤りがある通算法人について修更正を行った場合、その結果として納付税額が発生

する場合があります。 

しかし、通算グループ全体において欠損超過となっている場合には、遮断措置を適用せず、通算グループ全

体で再計算を行うことにより、納税額が生じないケースがあります。 

この点などを踏まえ、修更正において遮断措置を適用せず、全体再計算を行う場合の要件が規定されていま

す。具体的な判断手順については、国税庁が公表している「遮断措置・全体再計算の判定フロー」※５をご参照

ください。 

※５ https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/hojin/group_tsusan/flow.htm ／国税庁／グループ通算制度について／

法人税等各種別表等「グループ通算制度適用法人に対する遮断措置・全体再計算の判定（PDF/187KB）」 

３. 終わりに 

本稿では、通算制度における修更正時の取り扱いについて整理しました。通算制度は「簡素化」「事務負担の

軽減」を目的に制度設計されていますが、実際の法体系や計算規定は極めて複雑であり、試験研究費の特別控

除や外国税額控除については、修更正の影響が進行事業年度や通算グループ離脱法人に及ぶ場合もあります。 

https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/hojin/group_tsusan/flow.htm
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最も重要なのは、初めから誤りのない申告を行うことです。しかし、やむを得ず修更正が行われる場合には、

対象項目と修正方法を正しく把握し、適切に対応することが不可欠といえるでしょう。 

 

本ニュースレターは、一般的な情報提供であり、具体的アドバイスではありません。個別の案件については個別

の状況に応じて検討が必要になります。お問い合わせ等がありましたら、下記専門家まで遠慮なくご連絡くださ

い。 

 

グループ通算制度室（group-tsusan@aiwa-tax.or.jp） 

税理士 永沼 実 

 

【あいわ税理士法人グループの概要】 

◆ グループ構成 

あいわ税理士法人 

  あいわ Advisory 株式会社 

◆ 所在地 

  〒108-0075 東京都港区港南 2-5-3 オリックス品川ビル 4F 

◆ URL 

https://www.aiwa-tax.or.jp/ 

◆ 人員数 

税理士・税理士有資格者：39 名  

公認会計士：10 名  

情報処理安全確保支援士：2 名  

行政書士：1 名  

科目合格者：7 名  

総務ほか：18 名  

合計：73 名(一部重複) 

◆ 関与先概要 

     上場グループ 305 社 上場準備 200 社 非上場 265 社 

mailto:group-tsusan@aiwa-tax.or.jp
https://www.aiwa-tax.or.jp/

